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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、新株予約権付社債等潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 8,947,225 9,421,565 9,364,545 18,015,440 18,249,440 

経常利益（千円） 1,046,503 505,532 995,070 1,544,685 704,221 

中間（当期）純利益

（千円） 
576,740 164,909 549,252 797,492 258,245 

持分法を適用した場合

の投資利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,160,000 2,160,000 2,160,000 2,160,000 2,160,000 

発行済株式総数(千株) 9,400 9,400 9,400 9,400 9,400 

純資産額（千円） 13,538,021 13,547,872 13,885,104 13,806,250 13,659,972 

総資産額（千円） 19,103,046 18,490,743 18,350,015 18,369,623 17,500,265 

１株当たり純資産額

（円） 
1,440.21 1,441.26 1,477.14 1,464.71 1,450.53 

１株当たり中間(当期)

純利益（円） 
61.35 17.54 58.43 80.80 24.81 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)

純利益（円） 

－ － － － － 

１株当たり中間(年間)

配当額（円） 
－ － － 40 40 

自己資本比率（％） 70.9 73.3 75.7 75.2 78.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー

（千円） 

242,215 △480,597 412,644 834,803 △58,930 

投資活動による 

キャッシュ・フロー

（千円） 

△138,015 △374,604 △496,354 248,107 △364,541 

財務活動による 

キャッシュ・フロー

（千円） 

△376,000 △376,000 △376,000 △376,000 △376,000 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高

（千円） 

905,285 652,793 624,813 1,883,994 1,084,523 

従業員数（人） 249 255 258 246 250 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社及びその他の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間においてその他の関係会社であった小澤物産株式会社は、株式の移動によりその他の関係会社では

なくなりました。 

 また、当中間会計期間において、以下の会社が新たに提出会社のその他の関係会社となりました。 

 （注）有価証券報告書を提出しております。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、アルバイト、非常勤嘱託は含んでおりません。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の被所有
割合（％） 

関係内容 

三菱商事株式会社  東京都千代田区 190,071 総合商社 22.34 
 原料仕入 

 製品の販売代理 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 258 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加等により、緩やかな回復基調で

推移しましたが、原油価格高騰による影響や、年金、増税問題等将来への不安材料もあり、消費動向の本格的な

回復には至りませんでした。 

食品業界におきましては、消費者の安全に対する目は厳しさを増しており、食品会社は安全で安心な製品の提

供は勿論、正確かつ適切な品質情報の提供が求められております。 

油脂業界におきましては、原料価格高騰のもと、価格是正を図ってまいりましたが、消費が回復途上の中で、

未だ十分な効果はあげられず、依然厳しい環境が続いております。 

このような状況下、当社は年初から本格的に価格是正に着手し、当中間会計期間においては販促費の抑制にも

取り組んでまいりました結果、販売量はごま油が前年同期比99.7%と減少し、食品ごまは100.3%と微増しました

が、売上高は99.4％と前年同期並に止まりました。 

コスト面では、昨年比較的ごま種子生産地の天候に恵まれ生産量は安定しましたが、中国が可処分所得の増加

に伴いごまの消費が増加し、原料輸入国に転じたこと等により、需給のバランスが崩れ、当中間会計期間も原料

価格は高値で推移しました。また為替も前年同期並に推移したため、売上原価は前年同期比3.3％と増加しまし

た。 

一方、販売費及び一般管理費は、販売促進費を抑制したことにより実質販売価格が引き上がり、その結果前年

同期比20.7%と大幅に減少しました。 

設備面では災害対策設備や生産・販売管理システムの構築など合計336百万円の設備投資を実行しました。 

 この結果、売上高は、9,365百万円（前年同期比57百万円減）、経常利益は995百万円（前年同期比490百万円

増）、中間純利益は549百万円（前年同期比384百万円増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ460百万円減少し、

625百万円となりました。 

なお、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果獲得した資金は413百万円(前年同期は481百万円の使用)となりまし

た。これは税引前中間純利益が940百万円(前年同期比650百万円増)あり、また減価償却費が299百万円(前年同期

比21百万円減)になったものの、売上債権が602百万円(前年同期比384百万円増)、棚卸資産が659百万円(前年同

期比409百万円増)それぞれ増加したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は496百万円(前年同期比122百万円増)となりました。こ

れは定期預金の戻入による収入が495百万円(前年同期比355百万円減)あったものの、有形固定資産等の取得によ

る支出が441百万円(前年同期比545百万円減)、投資有価証券の取得による支出が496百万円(前年同期比271百万

円増)あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は376百万円(前年同期と同額)となりました。これは配

当金の支払いによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） ごま油生産数量には輸入原料油を含みます。 

(2）商品仕入実績 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社は受注生産は行っておりません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を商品区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ごま油（トン） 12,760 99.7 

食品ごま（トン） 5,635 104.8 

脱脂ごま（トン） 9,805 98.6 

合計（トン） 28,200 100.3 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

商品（千円） 235,309 94.7 

合計（千円） 235,309 94.7 

商品分類別 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ごま油（千円） 7,113,374 98.4 

食品ごま（千円） 1,886,278 106.1 

脱脂ごま（千円） 122,487 77.9 

商品（千円） 242,406 95.0 

合計（千円） 9,364,545 99.4 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

三井物産㈱ 5,148,604 54.7 4,836,908 51.7 

三菱商事㈱ 1,253,975 13.3 1,240,421 13.2 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社は多くの消費者に自然の恵みを生かした、より健康的な食生活に貢献できる魅力ある新製品を開発し、提供す

ることを基本方針としております。 

当社の研究開発体制は、当社の製品開発に関連する大学、企業等の外部専門家のサポートを得て、商品開発部にて

マーケット情報、販売技術課で消費者からの情報を取りまとめ、研究開発部において新製品の企画並びに製品化研究

を行っております。 

また、新製品の開発に積極的に取り組むべく、研究開発部門の充実を図っております。 

今後共社外機関との協力体制による研究も含めて「ごま製品を通じてヘルシーライフに貢献する」という経営理念

に基づき、当社独自の研究開発活動を推進してまいります。 

なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は24,441千円となっております。 

最近における研究開発活動の主なテーマと開発目標は次のとおりであります。 

主要テーマ 開発目標 

ごま油関連製品研究 製品開発及び用途開発によるマーケットの拡大 

食品ごま関連製品開発及び用途開発 製品開発及び用途開発によるマーケットの拡大 

ごま副生物の有効活用 脱脂ごま及びごま油精製副生物に含まれる有効成分の利用法開発 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画して重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の

新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
(平成17年９月30日現在) 

提出日現在発行数（株） 
(平成17年12月８日現在) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通

株式 
9,400,000 同左 

ジャスダック証券取

引所 
－ 

計 9,400,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年４月１日 

 ～ 

 平成17年９月30日 

－ 9,400,000 － 2,160,000 － 3,082,770 



(4）【大株主の状況】 

 (注)平成17年９月28日より、小澤物産株式会社は株式の売却のため当社の主要株主ではなくなり、新たに三菱商事株式 

   会社が当社の主要株主となりました。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三井物産株式会社 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社）  

東京都千代田区大手町１丁目２－１ 

（東京都中央区晴海１丁目８－12晴海アイ

ランドトリトンスクエアＺ棟） 

2,100 22.34 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－３ 2,100 22.34 

小澤物産株式会社 東京都品川区西五反田８丁目２－８ 1,271 13.52 

ザバンクオブニューヨークノ

ントリーティージャスデック

アカウント 

GLOBAL CUSTODY, 32ND FLOOR ONE WALL 

STREET, NEW YORK NY 10286, U. S. A． 

475.8 5.06 

（常任代理人 株式会社東京三

菱銀行） 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

日清食品株式会社 大阪府大阪市淀川区西中島４丁目１－１ 300 3.19 

国分株式会社 東京都中央区日本橋１丁目１－１ 300 3.19 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５－１ 300 3.19 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 

（東京都中央区晴海１丁目８－12晴海アイ

ランドトリトンスクエアＺ棟） 

280 2.97 

かどや製油従業員持株会 東京都品川区西五反田８丁目２－８ 124.8 1.32 

日本山村硝子株式会社 兵庫県西宮市浜松原町２－２１ 100 1.06 

株式会社J－オイルミルズ 東京都中央区明石町８－１ 100 1.06 

小澤 享 東京都大田区南馬込６丁目29－３ 100 1.06 

計 － 7,551.6 80.33 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

9,400,000 
94,000 

権利内容等に何ら限定のな

い当社における標準となる

株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 9,400,000 － － 

総株主の議決権 － 94,000 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － －  －  －  －  

計 － －  －  －  －  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,500 1,432 1,426 1,449 1,538 1,680 

最低（円） 1,300 1,341 1,361 1,389 1,410 1,510 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成16年４月１日至平成16年９月30日）及

び当中間会計期間（自平成17年４月１日至平成17年９月30日）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中

間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金   3,807,793   3,134,813   4,089,523  

２．受取手形    369,232   356,124   293,612  

３．売掛金   3,806,106   3,940,775   3,401,343  

４．棚卸資産   3,867,836   3,888,180   3,228,951  

５．未収入金    235,867   15,361   67,652  

６．その他  ※２  242,492   231,142   202,194  

流動資産合計   12,329,326 66.7  11,566,395 63.0  11,283,275 64.5 

Ⅱ．固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物及び構築
物   1,640,940   1,948,037   1,866,303  

２．機械及び装置   2,447,315   2,087,298   2,223,518  

３．その他   771,620   782,827   865,386  

有形固定資産合
計   4,859,875 26.2  4,818,162 26.3  4,955,207 28.3 

(2）無形固定資産   30,250 0.2  189,623 1.0  27,831 0.2 

(3）投資その他の資
産           

１．投資有価証券   765,841   1,405,442   781,778  

２．その他   590,216   447,830   534,519  

３．貸倒引当金   △84,765   △77,437   △82,345  

投資その他の資
産合計   1,271,292 6.9  1,775,835 9.7  1,233,952 7.0 

固定資産合計   6,161,417 33.3  6,783,620 37.0  6,216,990 35.5 

資産合計   18,490,743 100.0  18,350,015 100.0  17,500,265 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．支払手形   23,153   －   －  

２．買掛金   2,974,376   2,470,108   1,897,517  

３．未払金   878,891   743,660   908,760  

４．未払法人税等   181,937   393,186   104,207  

５．賞与引当金   154,283   157,690   150,457  

６．その他 ※２  38,347   90,170   75,023  

流動負債合計   4,250,987 23.0  3,854,814 21.0  3,135,964 17.9 

Ⅱ．固定負債           

１．退職給付引当金   545,774   564,177   551,029  

２．役員退職慰労引
当金   146,110   45,920   153,300  

固定負債合計   691,884 3.7  610,097 3.3  704,329 4.0 

負債合計   4,942,871 26.7  4,464,911 24.3  3,840,293 21.9 

（資本の部）           

Ⅰ．資本金   2,160,000 11.7  2,160,000 11.8  2,160,000 12.3 

Ⅱ．資本剰余金           

１．資本準備金   3,082,770   3,082,770   3,082,770  

資本剰余金合計   3,082,770 16.7  3,082,770 16.8  3,082,770 17.6 

Ⅲ．利益剰余金           

１．利益準備金   250,488   250,488   250,488  

２．任意積立金   7,240,000   7,240,000   7,240,000  

３．特別償却準備金   3,526   2,425   3,526  

４．中間(当期)未処
分利益   722,827   965,516   816,163  

利益剰余金合計   8,216,841 44.4  8,458,429 46.1  8,310,177 47.6 

Ⅳ．その他有価証券評価
差額金   88,261 0.5  183,905 1.0  107,025 0.6 

資本合計   13,547,872 73.3  13,885,104 75.7  13,659,972 78.1 

負債資本合計   18,490,743 100.0  18,350,015 100.0  17,500,265 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高   9,421,565 100.0  9,364,545 100.0  18,249,440 100.0 

Ⅱ．売上原価  ※４  5,843,114 62.0  6,037,014 64.5  11,827,364 64.8 

売上総利益   3,578,451 38.0  3,327,531 35.5  6,422,076 35.2 

Ⅲ．販売費及び一般管理
費 

※４  3,086,410 32.8  2,447,857 26.1  5,748,587 31.5 

営業利益   492,041 5.2  879,674 9.4  673,489 3.7 

Ⅳ．営業外収益 ※１  17,323 0.2  118,579 1.2  47,101 0.3 

Ⅴ．営業外費用 ※２  3,832 0.0  3,183 0.0  16,369 0.1 

経常利益   505,532 5.4  995,070 10.6  704,221 3.9 

Ⅵ．特別利益   160 0.0  250 0.0  2,462 0.0 

Ⅶ．特別損失 ※３  215,697 2.3  55,771 0.6  228,921 1.3 

税引前中間(当
期)純利益   289,995 3.1  939,549 10.0  477,762 2.6 

法人税、住民税
及び事業税   167,415 1.8  381,251 4.0  262,856 1.4 

法人税等調整額   △42,329 △0.5  9,046 0.1  △43,339 △0.2 

中間（当期）純
利益   164,909 1.8  549,252 5.9  258,245 1.4 

前期繰越利益   557,918   416,264   557,918  

中間(当期)未処
分利益   722,827   965,516   816,163  

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税引前中間（当期）純利
益 

 289,995 939,549 477,762 

減価償却費  319,909 299,344 650,678 

その他の償却費  39 584 252 

賞与引当金の増加額  9,234 7,233 5,408 

退職給付引当金の増加額  60,197 13,148 65,452 

役員退職慰労引当金の増
加額（△減少額） 

 2,510 △107,380 9,700 

貸倒引当金の減少額  △33,160 △4,908 △35,579 

受取利息及び受取配当金  △7,492 △15,167 △9,845 

支払利息及び手形売却損  1,145 － 1,461 

支払手数料   1,000 2,000 11,700 

投資有価証券売却に伴う
為替差益 

 － △215 － 

投資有価証券償還損  － 194 10,215 

有形固定資産除却損  7,455 12,046 10,365 

有形固定資産売却益  － － △145 

会員権売却損  － － 100 

会員権の増加額  △12,810 － △4,710 

売上債権の増加額  △986,124 △601,954 △505,732 

破産債権更生債権等の減
少額 

 34,412 4,908 34,582 

たな卸資産の増加額  △1,068,606 △659,229 △429,721 

前払費用の減少額（△増
加額） 

 △2,783 △10,864 10,127 

未収入金の減少額  50,773 47,995 219,399 

未収消費税の増加額   △30,660 － － 

その他資産の減少額（△
増加額） 

 △7,439 9,976 31,892 

仕入債務の増加額（△減
少額） 

 1,007,121 572,591 △92,892 

未払金の増加額（△減少
額） 

 86,542 △3,108 △172,442 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 △30,777 6,279 △1,343 

その他の負債の増加額  17,235 1,667 28,222 

 



  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

役員賞与の支払額  △38,000 △25,000 △38,000 

小計  △330,284 489,689 276,906 

利息及び配当金の受取額  7,540 15,227 9,958 

利息の支払額  △2,145 － △13,160 

法人税等の支払額  △155,708 △92,272 △332,634 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △480,597 412,644 △58,930 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

定期預金の戻入による収
入 

 850,000 495,000 1,000,000 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △224,690 △495,788 △223,501 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 － 6,064 － 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △986,470 △441,176 △1,123,468 

有形固定資産の除却に伴
う支出 

 △3,070 △30 △4,065 

有形固定資産の売却に伴
う収入 

 － － 400 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △6,990 △57,444 △6,990 

貸付による支出  △5,800 △14,000 △12,200 

貸付金の回収による収入  2,416 11,020 5,283 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △374,604 △496,354 △364,541 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

配当金の支払額  △376,000 △376,000 △376,000 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △376,000 △376,000 △376,000 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少
額 

 △1,231,201 △459,710 △799,471 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 1,883,994 1,084,523 1,883,994 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

 652,793 624,813 1,084,523 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

によっております。

(評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法によ

っております。(評価

差額は全部資本直入

法により処理し、売

却原価は移動平均法

により算定) 

 時価のないもの 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

 時価法によっておりま

す。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

商品・原材料 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

(3）たな卸資産 

商品・原材料 

同左 

(3）たな卸資産 

商品・原材料 

同左 

 製品・仕掛品 

総平均法による原価

法によっておりま

す。 

製品・仕掛品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法によ

っております。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した

建物（建物付属設備を除

く。）については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 3～60年 

機械及び装置 7～12年 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。なお、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用可

能期間（５年）に基づく

定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期

間末において発生してい

ると認められる額を費用

計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、計上しておりま

す。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支払

いに備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支払

いに備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 

４．外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理方法によ

っております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

ヘッジ対象 

外貨建の買掛金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 当社は、社内のリスク

管理方針に基づき為替変

動リスクをヘッジしてお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジの有効性評価の

方法 

 ヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動

額等を基礎にして判断し

ております。 

(4）ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

７．中間キャッシュ・

フロー計算書(キャッ

シュ・フロー計算書)

における資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

８．その他中間財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は

税抜方式によっておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

        ──── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

        ──── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は4,221,521千円でありま

す。 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は4,814,114千円でありま

す。 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は4,537,040千円でありま

す。 

※２．消費税等の取扱いは次のとお

りであります。 

  仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ流動資産の

その他に含めて表示しており

ます。 

※２．消費税等の取扱いは次のとお

りであります。 

  仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ流動負債の

その他に含めて表示しており

ます。 

※２．消費税等の取扱いは次のとお

りであります。 

  仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ流動負債の

その他に含めて表示しており

ます。 

 ３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と特定融資枠契約（シンジケ

ーション方式によるコミット

メントライン）を締結してお

ります。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行

残高等は次のとおりでありま

す。 

 ３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と特定融資枠契約（シンジケ

ーション方式によるコミット

メントライン）を締結してお

ります。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行

残高等は次のとおりでありま

す。 

 ３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と特定融資枠契約（シンジケ

ーション方式によるコミット

メントライン）を締結してお

ります。この契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高

等は次のとおりであります。 

特定融資枠契   1,000,000千円 

約の総額  

借入実行残高        ─ 千円  

   差引額   1,000,000千円 

特定融資枠契   2,000,000千円 

約の総額           

借入実行残高        ─ 千円  

   差引額   2,000,000千円 

特定融資枠契  2,000,000千円 

約の総額            

借入実行残高      ─ 千円  

   差引額   2,000,000千円  



（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目は、次

のとおりであります。 

※１．営業外収益の主要項目は、次

のとおりであります。 

※１．営業外収益の主要項目は、次

のとおりであります。 

受取利息 1,498千円

為替差益   1,207千円

受取利息    1,821千円

為替差益   94,832千円

受取利息    3,010千円

為替差益   16,993千円

※２．営業外費用の主要項目は、次

のとおりであります。 

※２．営業外費用の主要項目は、次

のとおりであります。 

※２．営業外費用の主要項目は、次

のとおりであります。 

支払手数料   1,000千円

支払利息   1,145千円

支払手数料    2,000千円 支払手数料   11,700千円

支払利息    1,461千円

    

※３．特別損失の主要項目は、次の

とおりであります。 

※３.    ──── ※３．特別損失の主要項目は、次の

とおりであります。 

 なお、災害損失は台風16号によ

る浸水被害に伴い発生したもの

で、その内訳は以下のとおりであ

ります。 

災害損失 164,105千円   

 なお、災害損失は台風16号によ

る浸水被害に伴い発生したもの

で、その内訳は以下のとおりであ

ります。 

災害損失 164,105千円 

原状回復費等 131,725千円

棚卸資産廃棄損等 27,993千円

その他  4,387千円

 合 計 164,105千円

 原状回復費等 131,725千円 

棚卸資産廃棄損等 27,993千円 

その他  4,387千円 

  合 計 164,105千円 

※４．減価償却実施額は次のとおり

であります。 

※４．減価償却実施額は次のとおり

であります。 

※４．減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 317,634千円

無形固定資産   2,275千円

有形固定資産  287,868千円

無形固定資産   11,476千円

有形固定資産 645,984千円

無形固定資産    4,694千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に記載されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘

定 
 3,807,793千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△3,155,000千円

現金及び現金同

等物 
   652,793千円

現金及び預金勘

定 
  3,134,813千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△2,510,000千円

現金及び現金同

等物 
    624,813千円

現金及び預金勘

定 
  4,089,523千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△3,005,000千円

現金及び現金同

等物 
  1,084,523千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及び 
装置 

504,190 323,905 180,285

無形固定
資産 
(ソフト
ウェア) 

67,094 53,852 13,242

合計 571,284 377,757 193,527

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及び 
装置 

411,710 291,043 120,667

無形固定
資産 
(ソフト
ウェア) 

20,094 17,920 2,174

合計 431,804 308,963 122,841

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械及び 
装置 

504,190 356,026 148,164

無形固定
資産 
(ソフト
ウェア) 

67,094 60,561 6,533

合計 571,284 416,587 154,697

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内  88,230千円

１年超 162,961千円

合計 251,191千円

１年内 63,111千円

１年超  99,850千円

合計  162,961千円

１年内   72,636千円

１年超  130,587千円

合計  203,223千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 47,967千円

減価償却費相当額 38,830千円

支払利息相当額 7,673千円

支払リース料  40,262千円

減価償却費相当額  31,856千円

支払利息相当額 5,440千円

支払リース料   95,935千円

減価償却費相当額   77,660千円

支払利息相当額   14,233千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

  

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 113,977 262,037 148,060 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 51,105 51,465 360 

合計 165,082 313,502 148,420 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他の有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

優先株式 

252,339 

200,000 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 610,976 912,854 301,878 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 51,685 53,653 1,968 

合計 662,661 966,507 303,846 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他の有価証券  

非上場株式 

優先株式 

238,935 

200,000 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 115,528 300,338 184,810 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 51,345 52,297 952 

合計 166,873 352,635 185,762 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他の有価証券  

非上場株式 

優先株式 

229,143 

200,000 



（１株当たり情報） 

 (注)１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,441.26円 1,477.14円       1,450.53円 

１株当たり中間(当期)純利

益 
17.54円      58.43円            24.81円 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益 

 潜在株式がないため記載

しておりません。 

 潜在株式がないため記載

しておりません。 

 潜在株式がないため記載

しておりません。 

    

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益 

（千円） 
164,909 549,252 258,245 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
－ － 25,000 

 (うち利益処分による役員

賞与金) 
        (－)         (－)        (25,000) 

普通株式に係る中間（当

期）純利益（千円） 
164,909 549,252 233,245 

期中平均株式数（千株） 9,400 9,400 9,400 



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第48期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 

平成17年９月29日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成１６年１２月８日

かどや製油株式会社    

取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 安浪 重樹   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 水上 亮比呂  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているか

どや製油株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４８期事業年度の中間会計期間（平成１６

年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、かどや製油株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成１７年１２月７日

かどや製油株式会社    

取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 安浪 重樹   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉村 孝郎   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているか

どや製油株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４９期事業年度の中間会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、かどや製油株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

追記情報  

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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